









































































の 27.9％から 2007年の 51.3％まで増加した。フリーターの数も 1992年に
は 50万人、2007年には 181万人であった。また、年収分布をみると、正規
の職員・従業員は「300～ 399万円」が最も高く約 2割を占める一方、パート・













込んだ。実質GDP成長率は 2001年が 0.2％、2002年が 0.3％となり、ほぼ
ゼロ成長となった。その結果、企業収益も急激に落ち込み、2001年がマイナ
ス 15.5％、2002年がマイナス 0.7％となり、企業にとっては 2001年が最大
の落ち込みの年となった。それに伴って、雇用者報酬（労働者の賃金）全体と
1人当たりのそれも 2001年がマイナス 0.7％、マイナス 1.0％、2002年がマ









実質GDP成長率（％） 完全失業率（％） 有効求人倍率 経常利益前年比（％） 雇用者報酬前年比（％） 雇用者報酬前年比（％）
2001年 0.2 5.0 0.59 -15.5 -0.7 -1.0
2002年 0.3 5.4 0.54 -0.7 -2.4 -1.8
2003年 1.4 5.3 0.64 12.6 -1.5 -1.5
2004年 2.7 4.7 0.83 27.7 -0.9 -1.2
2005年 1.9 4.4 0.95 11.8 0.8 0.1
2006年 2.4 4.1 1.06 9.1 1.6 0.1
2007年 2.1 3.9 1.04 3.6 -0.7 -0.7
出所）内閣府『平成 20年度年次経済財政報告』より作成。







年の 0.64から 2006年には 1.06、2007年には 1.04まで回復した。
さらに、企業収益も 2003年からは一転して回復した。企業収益は 2003年



















を経ている。第 1回の「踊り場」は 2002後半ごろから 2003年前半ころまで、
































4年間で 88％も増えている。2006年度の主要企業 100社の 1人当たり取締
役報酬は 6030万円で、前年比で 21％増えている。つまり、大企業の役員は、
この 5年間で報酬を 2倍以上にしたということになる。しかし、その一方で、





それは 8967億円、2003年は 9677億円、2004年は 1兆 2313億円、2005
年は 1兆 5225億円となっており、全労働者の賃金とは対照的に急増した。そ
の間に 2.7倍の増加となった。2006年以降についてはその統計数値は方法を
変えたため不明であるが、当期純利益が 2006年の 28兆円、2007年の 25兆
円をみると、どう推測しても減少することはありえない。配当金をみると、
2001年の 4兆 4956億円、2002年の 6兆 5094億円、2003年の 7兆 2335
億円、2004年の 8兆 5849億円、2005年の 12兆 5286億円、2006年の
16兆 2174億円、2007年の 14兆 390億円と急増した。2001年の配当金と
（表 2）日本企業（全産業）の損益および剰余金の配当状況
単位　億円
経常利益 当期純利益 役員賞与 配当金 内部留保
2001年 282,469 -4,656 5,650 44,956 -55,262
2002年 310,049 62,230 8,967 65,094 -11,830
2003年 361,989 131,601 9,677 72,335 49,590
2004年 447,035 168,210 12,313 85,849 70,048
2005年 516,926 231,569 15,225 125,286 91,058
2006年 543,786 281,650 162,174 119,475
2007年 534,893 253,728 140,390 113,338




















から 40％へと、法人税も 40％台から 30％へと、それぞれ引き下げられた。
加えて、小泉内閣は株式譲渡益・配当所得課税を 5年間の期限付きで 20％か
ら 10％へと引き下げ、「投資で稼ぐ」ことを優遇した⑽。





















介すると、第 1位（世界順位は 124位）森章（森トラスト社長）の 75億ドル、
第 2位（同 149位）山内溥（元任天堂社長）の 64億ドル、第 3位（同 194
位）毒島邦雄（SANKYO会長）の 53億ドル、第 4位（同 201位）孫正義（ソ
フトバンク社長）の 50億ドル、第 5位（同 227位）佐治信忠（サントリー社長）
の 45億ドル、第 6位（同 236位）糸山栄太郎（元衆議院議員）の 44億ドル、
第 7位（同 296位）柳井正（ユニクロ創業者）の 36億ドル、第 8位（同 428位）
滝崎武光（キーエンス創業者）の 27億ドル、第 9位（同 446位）三木谷浩史（楽











第 1 位 柳井正 ファーストリティリング会長兼社長 61.0
第 2 位 毒島邦雄 SANKYO会長 52.0
第 3 位 山内薄 任天堂相談役 45.0
第 4 位 森章 森トラストホールディングス社長 42.0
第 5 位 孫正義 ソフトバンク社長 39.0
第 6 位 糸山英太郎 元衆議院議員 37.0
第 7 位 三木谷浩史 楽天会長兼社長 36.0
第 8 位 佐治信忠 サントリー社長 35.0
第 9 位 武井ひろこ 武富士元会長・妻 28.0
第 10位 滝崎武光 キーエンス会長 24.0
第 11位 伊藤雅俊 セブンアンドアイホールディングス名誉会長・創業者 23.0
第 12位 三木正浩 ABCマート会長 22.0
第 13位 木下兄弟 アコム創業者 19.0
第 14位 多田勝美 大東建託創業者 17.0
第 15位 国分勘兵衛 国分社長 16.0
第 16位 神内良一 プロミス創業者 15.0
第 17位 福武總一郎 ベネッセ会長 14.0
第 18位 永守重信 日本電産社長 12.0
第 19位 森捻 森ビル社長 11.0
第 20位 韓昌祐 マルハン会長 10.0
第 21位 松井道夫 松井証券社長 9.5
第 22位 岡田和生 アルゼ会長 9.0
第 23位 船井翠良 船井電機社長 8.8
第 24位 田中良和 グリー社長 8.5
第 25位 金沢要求 三洋物産社長 8.0
第 26位 福嶋康博 スクウェア・エニックス名誉会長・創業者 7.7
第 27位 似鳥昭雄 ニトリ社長 7.6
第 28位 島村恒俊 しまむら創業者 7.5
第 29位 里見治 セガサミーホールディングス会長兼社長 7.4
第 30位 上原昭二 大正製薬会長 7.3
第 31位 稲盛和夫 京セラ創業者 7.0
第 32位 吉田忠裕 YKK社長 6.2
第 33位 多田直樹 サンドラッグ創業者 6.1
第 34位 重田康光 光通信会長兼 CEO 6.0
第 35位 杉浦広一 スギ薬局社長 5.8
第 36位 大塚実／裕司 大塚商会創業者 5.5
第 37位 豊田章一郎 トヨタ自動車名誉会長 5.1
第 38位 竹中統一 竹中工務店社長 5.0
第 39位 増田宗昭 カルテュア・コンビニエンス・クラブ創業者 4.9
第 40位 笠原健治 ミクシィ社長 4.8
出所）Japan's 40 Richest, Forbesのホームページより作成。(http://www.forbes.com/2009/02/18)
（表 3）日本の上位 40人の億万長者（2009 年）
日本・アメリカの拡大する貧富の格差（中野洋一）
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する 5万 2000世帯（0.1％）が 46兆円（3.9％）の金融資産を保有し、次の




る 280万 4000世帯（5.7％）は 182兆円（15.8％）であった。すなわち、「超
富裕層」、「富裕層」、「準富裕層」の 336万 9000世帯（7.5％）の金融資産総
額は 395兆円（34.3％）であった。次の「アッパーマス層」の金融資産 3000
万円から 5000万円未満の 701万 9000世帯（14.3％）は 246兆円（21.3％）




































































































は 1920年代であり、それは最高所得 10％の人々が総所得の 43.6％を占め、
最高所得 1％の人々が総所得の 17.3％を占めていた時代であった。そして、
第二の「金ぴか時代」（第二の格差社会の時代）である 2005年においては、

















最高所得 10％の層 最高所得 1％の層
1920年代の平均 43.6％ 17.3％
2005年 44.3％ 　　17.4％



















総所得の 7％を占めており、それは 1980年と比較して 3倍になった。それに
対して、95％の人々の所得は、1978年から 2004年にかけての所得の伸びは
年平均 1％に満たなかった（25）。
次の表 5、図 2、図 3は、1947年から 1973年までと 1974年から 2004
年までにおけるアメリカの 5階層別実質家計所得の伸びを示したものである。
最下位 20％ 下位 20％ 中位 20％ 上位 20％ 最上位 20％
1947-1973年 116.1 97.1 98.2 103.0 84.8
1974-2004年 2.8 12.9 23.3 34.9 63.6




この表 5、図 2、図 3からわかるように、戦後のアメリカ「中流社会」は、
1947年から 1973年までの「大圧縮」の時代には、すべての階層が大きくそ
の所得を伸ばした。もっとも所得が大きくなったのは、最下位 20％の人々で
（図 2）アメリカの 5階層別実質家計所得の伸び（1947 － 1973 年）















所得層の最上位 0.1％の人々の 2001年の税の申告は 830億ドルであった
が、その半分の480億ドルがアメリカ企業の高額所得者上位5人の役員報酬（役
員所得）の合計額であった。役員報酬はストックオプションや手当を含めると








額は 1750万ドル（約 21億円）で、その会社の平均的労働者の賃金の約 900
倍であった（26）。
1980年から 2003年までの間、アメリカの上位 500社の平均企業価値はイ















































年より 9000億ドル増加して 4兆 4000億ドルであった。そのうち、アメリカ
には 469人がその世界の「ビリオネアー」に入っていた。第 1位はアメリカ
のウォーレン・バフェット（投資家）の 620億ドル（約 6兆 8000億円）、第
3位は前年まで 13年間も首位の座にいたビル・ゲイツ（マイクロ・ソフト会長）
の 580億ドル（約 6兆 4000億円）であった（30）。
また、『フォーブス』2008年 9月発表の記事「フォーブス 400」（アメリカ
の 400人の億万長者）によれば、アメリカの 400人の富豪の総資産額は 1兆
5700億ドル（約 173兆円）であり、その 400人の平均総資産額は 1人当た
り 390億ドル（約 4兆 3000億円）であった（31）。
この 400人の億万長者の総資産額 1兆 5700億ドルという金額がどのくら
いの大きな金額なのか、他のいくつかの事例をあげて比較すると、2008年の














第 1 位 ウォーレン・バフェット 77 62.0 投資家
第 2 位 ビル・ゲイツ 52 58.0 マイクロソフト
第 3 位 シェルダン・アデルソン 74 26.0 カジノ、ホテル
第 4 位 ローレンス・エリソン 63 25.0 オラクル
第 5 位 クリスティ・ウォルトン一族 53 19.2 ウォールマート
第 5 位 ロブソン・ウォルトン 64 19.2 ウォールマート
第 5 位 ジム・ウォルトン 60 19.2 ウォールマート
第 8 位 アリス・ウォルトン 58 19.0 ウォールマート
第 9 位 サーゲイ・ブリン 34 18.7 グーグル
第 10位 ラリー・ペイジ 35 18.6 カジノ、ホテル
第 11位 チャールズ・コーク 72 17.0 製造業、エネルギー
第 11位 デヴィット・コーク 67 17.0 製造業、エネルギー
第 13位 ミシェル・デル 43 16.4 デル
第 14位 ポール・アレン 55 16.0 マイクロソフト、投資家
第 14位 カーク・コーキエン 90 16.0 投資家、カジノ
第 16位 スティーヴン・バールマー 52 15.0 マイクロソフト
第 16位 アビゲール・ジョンソン 46 15.0 金融
第 18位 カール・アイカーン 72 14.0 投資家
第 18位 ジョン・マース 71 14.0 食品、ペットフード
第 18位 ジャック・テイラー一族 85 14.0 レンタカー
第 18位 フォレスト・マース・ジュニア 76 14.0 食品、ペットフード



























4.2％である。次の上位 9％の人々は 23兆 1000億ドルを保有し、負債比率は
9.3％である。その次の上位 40％の人々は同じく 23兆 1000億ドル保有する






ほぼ 4割を占め、上位 5％の人々で全体の 3分の 2を占めていたので、残り
95％の世帯の持ち分はさらに小さくなる。これは残り 95％の大半の世帯の主
要資産が持ち家であることを反映していた。したがって、上位 20％の人々の


































出所）John Iceland, Poverty in America : A Handbook, 2003, Figure 4.9.より作成。
注）貧困ラインは各国における実質個人可処分所得の中央値の 40％とする。































10.7％、カナダが 6.6％、イギリスが 5.7％、オランダが 4.7％、スウェーデ












アの 26.6％であり、それに次いで第 2位がアメリカの 26.3％であった。以
下、その統計の主要国（日本を除く 25ヵ国）をみると、第 3位がイギリスの
21.3％、第 4位がイタリアの 21.2％、第 5位がオーストラリアの 17.1％、
第 6位がカナダの 16.0％、第 11位がドイツの 11.6％、第 13位がフランス
の 9.8％、第 19位がデンマークの 4.6％、第 21位がスウェーデンの 3.6％、























































年金・介護 医療 福祉 合計
日本 8.6 6.3 3.7 18.6
カナダ 3.7 6.8 6.0 16.5
アメリカ 5.3 7.0 3.6 15.9
イギリス 8.1 7.0 8.2 23.3
ドイツ 11.2 7.7 7.8 26.7
フランス 10.9 7.8 10.5 29.2












































































































（2）　OECD のホームページより入手。OECD, Growing Unequal ? Income Distribution 


















の貧困率は 1998年の 63.1％よりも 8.8ポイント、2004年の 58.7％からは 4.4ポイン
ト改善したが、記者会見した山井和則政務官は「労働者全体の賃金が下がっており、相
対的に貧困率が改善しているだけ」と説明した。大人が２人以上いる世帯の場合の貧困
率は 10.2％で、一人親世帯との差が大きかった。2007年の母子世帯数は約 71万 7000



































（32）　Economic Report of the President 2009 よりの数字。http://www.gpoaccess.gov/eop/
table09.html
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